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公布された条例のあらまし 

 

○ 滋賀県職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例等の一部を改正する条例（条例第34号） 

１ 次に掲げる条例について、職員が被害者参加人として裁判所等に出頭することを理由に休暇を願い出たときは、

特別休暇を与えることができることとしました。 

 (1) 滋賀県職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例（平成６年滋賀県条例第49号） 

 (2) 滋賀県公立学校職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例（昭和33年滋賀県条例第20号） 

 (3) 滋賀県地方警察職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例（昭和33年滋賀県条例第24号） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

○ 滋賀県税条例の一部を改正する条例（条例第35号） 

１ 個人の県民税 

(1) 都道府県または市区町村に対する寄附金に係る寄附金税額控除について、特例控除額の控除限度額を、所得割

額の100分の20に相当する金額と772,000円とのいずれか低い金額とすることとしました。（第21条の２、付則第

５条の５関係） 

(2) 公的年金等（所得税法（昭和40年法律第33号）第203条の７の規定の適用を受けるものに限る。）の支払を受け

る一定の公的年金等受給者について、公的年金等受給者の扶養親族等申告書を提出するものとしました。（第23 

条の３の２関係） 

(3) 特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例について、租税特別措置法（昭和32年法律第26 

号）第41条の17第１項各号に掲げる期間内に特定一般用医薬品等購入費を支払った場合に本特例措置を適用する

措置を講ずることとしました。（付則第４条の５関係） 

(4) 住宅借入金等特別税額控除について、適用期限を令和25年度分の個人の県民税および居住年が令和12年である

ものまで延長する等所要の措置を講ずることとしました。（付則第５条の４関係） 

(5) 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得および譲渡所得等の非課税措置について、次に掲げる措置を講

ずることとしました。 

ア 上場株式等を受け入れる非課税口座につき契約不履行等事由が生じた場合、当該契約不履行等事由による当

該非課税口座の廃止の際、当該非課税口座内の上場株式等の配当等の支払および譲渡があったものとして配当

割および株式等譲渡所得割を課することとしました。（付則第11条の２の２、付則第14条の３の３関係） 

イ 各年度分の個人の県民税について、非課税口座内の少額上場株式等に係る譲渡所得等の金額とそれ以外の株

式等に係る譲渡所得等の金額とを区分して計算することとしました。（付則第14条の３の２関係） 
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(6) 優良住宅地等の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る課税の特例について、租税特別措

置法第31条の２第２項第13号から第15号までに掲げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡

をした土地等が、その譲渡をした時において地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域

または浸水被害防止区域内に存する場合には、本特例措置の適用ができないこととしました。（付則第13条の２

関係） 

(7) 所得割の納税義務者が特定暗号資産の譲渡をした場合には、当該特定暗号資産の譲渡による事業所得、譲渡所

得および雑所得については、他の所得と分離して100分の２の税率により申告を通じて所得割を課することとしま

した。（付則第14条の３の６関係） 

(8) 所得割の納税義務者の前年前３年内の各年に生じた特定暗号資産の譲渡に係る損失の金額は、当該納税義務者

の特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額を限度として、当該特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額の計算上控除

することとしました。（付則第14条の３の７関係） 

２ 地方消費税 

 事業者がデジタルプラットフォームを介して行う次に掲げる資産の譲渡のうち、国税庁長官の指定を受けた第２

種プラットフォーム事業者を介してその対価を収受するものについては、第２種プラットフォーム事業者が行った

ものとみなすほか、所要の規定の整備を行うこととしました。（第38条の16の３、第38条の16の４関係） 

(1) 国外事業者が国内において行う資産の譲渡（これに付随して行われる資産の譲渡等を含むものとし、特定少額

資産の譲渡に該当するものを除く。） 

(2) 事業者が行う特定少額資産の譲渡 

３ 不動産取得税 

次のとおり課税標準の特例措置等を改めることとしました。 

(1) 新築住宅特例適用住宅およびその土地に係る課税標準の特例措置等について、一定の災害危険区域、地すべり

防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域もしくは浸水被害防止区域の区域内にある住宅（建替

えにより新築された一定の住宅等を除く。）または市街化調整区域のうち土砂災害警戒区域もしくは一定の浸水

想定区域の区域内にある住宅（建替えにより新築された一定の住宅等を除く。）（以下「特定区域内住宅」とい

う。）およびその土地を適用対象から除外することとしました。（第39条の２、第39条の12関係） 

(2) 都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）に規定する認定事業者が認定計画に基づき取得する認定事業の用

に供する不動産に係る課税標準の特例措置について、事業区域の全部または一部が同法に規定する特定都市再生

緊急整備地域の区域内にある認定事業にあっては、一定のものに限定することとしました。（付則第８条関係） 

(3) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）に規定する認定長期優良住宅の新築に係る課

税標準の特例措置について、特定区域内住宅を適用対象から除外することとしました。（付則第８条関係） 

４ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、次のアからキまでに掲げる規定は、当該アから

キまでに定める日から施行することとしました。 

ア １(1)から(5)までおよび４(2)の一部 令和９年１月１日 

イ １(6)および４(2)の一部 令和10年１月１日 

ウ ２および４(2)の一部 令和10年４月１日 

エ ３(1)および(3)ならびに４(2)の一部 令和11年４月１日 

オ ３(2)および４(2)の一部 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第23号）の施行の日 

カ ４(3)の一部 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第23号）附則第１条第２号に掲げ

る規定の施行の日 

キ １(7)および(8)ならびに４(2)の一部 地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）附則第１条第

17号に掲げる規定の施行の日 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県税の課税免除および不均一課税に関する条例の一部を改正する条例（条例第36号） 

１ 地方活力向上地域における課税免除および不均一課税の適用期限を令和10年３月31日まで延長することとしまし

た。（第５条関係） 

２ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、(3)の一部は、経済社会情勢の変化を踏まえた企

業の事業活動の持続的な発展を図るための産業競争力強化法等の一部を改正する法律（令和８年法律第29号）附
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則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から施行することとしました。 

(2) １および(3)の一部は、令和８年４月１日から適用することとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県インターネット利用による行政手続等に関する条例の一部を改正する条例（条例第37号） 

１ 申請等をする者に係る住民票の写し、戸籍または除かれた戸籍の謄本または抄本、登記事項証明書等の書面等に

ついては、県の機関等が、当該申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用した個人番号カードの利用等により、

直接に、または電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、または参照

することができる場合には、添付することを要しないこととしました。（第７条関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

○ 滋賀県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例

（条例第38号） 

１ 滋賀県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例（平成24年滋賀県条例第64

号）の一部改正 
(1) 看護師等と特定理学療法士等（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員または障害児の療育に関

する知識および経験を有する者であって、障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもの

のいずれかに該当し、かつ、子育てに関する知識および経験を有する者をいう。以下同じ。）のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所の保育士による支援を受けることができる

体制を確保しなければならないこととしました。（第１条による改正後の付則関係） 

(2) 保育所等の設置者は、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の

防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第69号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以

下同じ。）を防止し、および児童対象性暴力等が行われた場合に児童を適切に保護するため、児童対象業務従事

者（児童と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性および閉鎖性のある環境の下で当該児童に接するも

のをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。以下同じ。）その他の必

要な措置を講ずることとしました。（第１条による改正後の別表第１関係） 

(3) 保育所における保育士の数の算定に当たっては、当該保育所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保

育士とみなすことができることとしました。この場合において、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該保育所の保育士による支援を受けることができる体制を確保しなければならないこととしました。（第

１条による改正後の別表第５関係） 

２ 滋賀県児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の従業者ならびに設備および運営に関する基準等を定める条例

（平成25年滋賀県条例第６号）の一部改正 

 指定児童発達支援事業者等は、児童対象性暴力等を防止し、および児童対象性暴力等が行われた場合に障害児を

適切に保護するため、障害児対象業務従事者（障害児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性および閉

鎖性のある環境の下で当該障害児に接するものをいう。以下同じ。）に係る犯罪事実確認その他の必要な措置を講

ずることとしました。（第２条による改正後の別表第１および別表第３関係） 

３ 滋賀県児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の従業者ならびに設備および運営に関する基準等を定める条例

（平成25年滋賀県条例第７号）の一部改正 

 指定福祉型障害児入所施設等の設置者は、児童対象性暴力等を防止し、および児童対象性暴力等が行われた場合

に障害児を適切に保護するため、障害児対象業務従事者に係る犯罪事実確認その他の必要な措置を講ずることとし

ました。（第３条による改正後の別表第１関係） 

４ 滋賀県認定こども園の認定に関する条例（平成18年滋賀県条例第70号）の一部改正 

(1) 認定こども園に置くこととされている保育士の資格を有する者に代えることができる養護教諭の普通免許状を

有する者から、当該認定こども園において主務養護教諭として従事している者を除くこととしました。（第４条

による改正後の付則関係） 

(2) 看護師等と特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該

認定こども園の保育士の資格を有する者による支援を受けることができる体制を確保しなければならないことと

しました。（第４条による改正後の付則関係） 

(3) 満３歳以上の子どもの学級について、１学級の子どもの数を、原則35人以下から原則30人以下に引き下げるこ

ととしました。（第４条による改正後の別表第１関係） 

(4) 認定こども園に置くこととされている保育士の資格を有する者について、１人に限って、当該認定こども園に

勤務する特定理学療法士等をもって代えることができることとしました。この場合において、当該特定理学療法
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士等を教育課程に基づく教育に従事させる場合には補助者としなければならず、当該特定理学療法士等が保育を

行うに当たっては、保育士の資格を有する者による支援を受けることができる体制を確保しなければならないこ

ととしました。（第４条による改正後の別表第１関係） 

(5) 認定こども園の設置者は、児童対象性暴力等を防止し、および児童対象性暴力等が行われた場合に子どもを適

切に保護するため、子ども対象業務従事者（子どもと接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性および閉

鎖性のある環境の下で当該子どもに接するものをいう。）に係る犯罪事実確認その他の必要な措置を講ずること

としました。（第４条による改正後の別表第１関係） 

５ 滋賀県就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく幼保連携型認定こども

園の設備および運営に関する基準を定める条例（平成26年滋賀県条例第72号）の一部改正 

(1) 幼保連携型認定こども園に置くこととされている直接従事職員（副園長、教頭、保育教諭等、助保育教諭また

は講師であって、園児の教育および保育に直接従事するものをいう。以下同じ。）に代えることができる養護教

諭の普通免許状を有する者から、当該幼保連携型認定こども園において主務養護教諭として従事している者を除

くこととしました。（第５条による改正後の付則関係） 

(2) 看護師等と特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって直接従

事職員による支援を受けることができる体制を確保しなければならないこととしました。（第５条による改正後

の付則関係） 

(3) 幼保連携型認定こども園の設置者は、新たに主務保育教諭および主務養護教諭を置くよう努めることとしまし

た。（第５条による改正後の別表関係） 

(4) 幼保連携型認定こども園に置くこととされている直接従事職員について、１人に限って、当該幼保連携型認定

こども園に勤務する特定理学療法士等をもって代えることができることとしました。この場合において、当該特

定理学療法士等を教育課程に基づく教育に従事させる場合には補助者としなければならず、当該特定理学療法士

等が保育を行うに当たっては、直接従事職員による支援を受けることができる体制を確保しなければならないこ

ととしました。（第５条による改正後の別表関係） 

(5) 満３歳以上の子どもの学級について、１学級の子どもの数を、原則35人以下から原則30人以下に引き下げるこ

ととしました。（第５条による改正後の別表関係） 

(6) 幼保連携型認定こども園の設置者は、児童対象性暴力等を防止し、および児童対象性暴力等が行われた場合に

園児を適切に保護するため、園児対象業務従事者（園児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性およ

び閉鎖性のある環境の下で当該園児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認その他の必要な措置を講ずるこ

ととしました。（第５条による改正後の別表関係） 

６ 滋賀県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例

（令和６年滋賀県条例第35号）の一部改正 

(1) 保育所の保育士の数の基準について、一定の保育所においては当分の間、従前の例によることとしていた経過

措置のうち、満３歳以上満４歳に満たない幼児に係る部分については令和10年３月31日までの経過措置とするこ

ととしました。（第６条による改正後の付則関係） 

(2) 認定こども園の教育および保育に従事する者の数の基準について、一定の認定こども園においては当分の間、

従前の例によることとしていた経過措置のうち、満３歳以上満４歳に満たない子どもに係る部分については令和

10年３月31日までの経過措置とすることとしました。（第６条による改正後の付則関係） 

(3) 幼保連携型認定こども園の園児の教育および保育に直接従事する職員の数の基準について、一定の幼保連携型

認定こども園においては当分の間、従前の例によることとしていた経過措置のうち、満３歳以上満４歳に満たな

い園児に係る部分については、令和10年３月31日までの経過措置とすることとしました。（第６条による改正後

の付則関係） 

７ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、１(2)、２、３、４(5)および５(6)は、令和８年12月

25日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく移動等円滑化のために必要な道路の構造

等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（条例第39号） 

１ 旅客特定車両停留施設に停留することができる旅客特定車両の種類を追加することとしました。（別表第１関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 
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○ 滋賀県立県民交流センターの設置および管理に関する条例を廃止する条例（条例第40号） 

１ 滋賀県立県民交流センターの設置および管理に関する条例を廃止することとしました。 

２ この条例は、令和８年10月１日から施行することとしました。 
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